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「点検結果報告書」 

 

共通様式 

 

① 法人名称 学校法人昭和医科大学 

② 設置大学名称 昭和医科大学 

③ 担当部署 総務部総務課 
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④ 点検結果の確定日 令和８年７月１４日 
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u.ac.jp/about_us/policy/governance.html 

⑧本協会による公表 承諾する 

 

【備考欄】 
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様式Ⅰ 

 

Ⅰ－Ⅰ．「基本原則」及び「原則」の遵守（実施）状況の点検結果 

基本原則・原則 遵守状況 

基本原則１ 自主性・自律性の確保（特色ある運営） ○ 

原則１－１ 建学の精神等の基本理念に基づく教学運営体制の確立 ○ 

原則１－２ 中期的な計画の策定方針の明確化及び進捗管理 ○ 

基本原則２ 公共性・社会性の確保（社会貢献） ○ 

 原則２－１ 教育研究活動の成果の社会への還元 ○ 

 原則２－２ 多様性への対応 ○ 

基本原則３ 安定性・継続性の確保（学校法人運営の基本） ○ 

 原則３－１ 理事会の構成・運営方針の明確化 ○ 

 原則３－２ 監査機能の強化及び監事機能の実質化 ○ 

 原則３－３ 評議員会の構成・運営方針の明確化 ○ 

 原則３－４ 危機管理体制の確立 ○ 

基本原則４ 透明性・信頼性の確保（情報公開） ○ 

 原則４－１ 教育研究・経営に係る情報公開 ○ 

 

Ⅰ－Ⅱ．遵守（実施）していない「基本原則」の説明 

該当する基本原則 説明 

  

 

Ⅰ－Ⅲ．遵守（実施）していない「原則」の説明 

該当する原則 説明 
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様式Ⅱ 

Ⅱ－Ⅰ．「原則」の遵守（実施）状況の判断に係る「実施項目」の取組状況 

原則１－１ 建学の精神等の基本理念に基づく教学運営体制の確立 

実施項目１－１① 説明 

建学の精神等の基本理

念及び教育目的の明示 

建学の精神である「至誠一貫」や「真心をもって医

学・医療の発展と国民の健康増進と福祉に寄与する人

材の育成」という教育目的は、本学のホームページや

大学のパンフレット等に明示しており、保護者をはじ

めとしたステークホルダーにも公表しています。 

また、理事長・学長の講演や、各種オリエンテーショ

ンなどのさまざまな機会で建学の精神について理解を

深めるよう努めており、特に建学の精神に基づき策定

した「昭和医科大学宣言」については各種式典で唱和

することで意識の高揚に努めています。 

学生については、入学時に建学の精神と「昭和医科大

学」が書かれたカードを配布し、携帯させることによ

り周知を図っています。 

実施項目１－１② 説明 

「卒業認定・学位授与

の方針」、「教育課程編

成・実施の方針」及び

「入学者受入れの方

針」の実質化 

3 つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラ

ム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）を定め、

本学ホームページ、シラバス等を通じて学生に明示し

ています。 

また、自己点検・評価を定期的に実施し、その結果を

報告書として本学ホームページにて公表しており、そ

の評価結果に基づいて、改善事項を挙げ、改善活動の

実施を通じ、学生の学修成果の向上と進路実現に資す

る教育の質的向上に取り組んでいます。 

特に入学者選抜については、各学部・学科のアドミッ

ション・ポリシーに基づき、多面的・総合的な評価に

よって実施しており、入学者選抜結果や入学後の学修

状況等について関係部署と情報共有を行い、自己点

検・評価結果を踏まえながら、適切な入学者選抜方法

の改善及び大学生活への円滑な移行の支援に努めてい

ます。 

実施項目１－１③ 説明 

教学組織の権限と役割

の明確化 

学則において、学長が校務に関する最終決定権や職務

について規定することで役割を明確化しています。ま

た、副学長をはじめ、各学部に学部長、研究科長、教

育委員長、学生部長を配置し、これらの役職の役割・

職務も、規程において明確化しています。 

さらに、教授会(教授総会)の設置、審議事項、学長と

の関係性についても関係諸規程により定めており、教

学組織の意思決定体制が制度的に整備されています。 
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実施項目１－１④ 説明 

教職協働体制の確保 学部教育の推進と高い水準を確保するため、教育に関

する重要事項を審議・決定する会議のほか各種委員会

においても、事務職員が構成員として参加しており、

教育職員の専門的知見と事務職員の実務知識を融合・

連携することで協働して問題の解決に取り組む体制が

整えられています。 

実施項目１－１⑤ 説明 

教職員の資質向上に係

る取組みの基本方針・

年次計画の策定及び推

進 

FD（ファカルティ・ディベロップメント）について

は、学長のリーダーシップの下、教育推進室会議にて

基本方針を定めて実施しています。毎年、全学部の教

育職員が参加するワークショップ形式で行う「教育者

のためのワークショップ」を実施することで、本学の

教育理念や特色・教育環境を理解するとともに、他学

部の教育職員との交流を通じて、学際的な視点および

教育力の醸成を育むことを目指します。普段とは異な

った環境で教育職員同士が意見を交わすことで、教育

の根幹となる授業設計を学修するとともに、学生の主

体的な学びを支援する力、柔軟な授業設計力、他学部

との協働による大学全体の教育力の発展など、本学の

教育者として求められる力を高めるよう努めていま

す。 

また、年に 1回全学的な教育の質的向上を目的に、全

専任教育職員を対象に FD講習会を開催しています。 

さらに、教職員個々人の資質の向上と積極的な自己の

啓発意欲を支援するための基本方針と規程に基づき、

実施時期の調整を行い、計画的かつ継続的にスタッ

フ・ディベロップメントを実施しています。 

原則１－２ 中期的な計画の策定方針の明確化及び進捗管理 

実施項目１－２① 説明 

中期的な計画の策定方

針の明確化及び具体性

のある計画の策定 

中期計画策定委員会を主として、建学の精神・理念を

基礎として行う本学の活動を 5つの領域に分化し、それ

ぞれの方針を明確化したうえで計画の策定にあたって

います。加えて、直近の機関別認証評価の結果等も踏

まえ、データやエビデンスに基づく具体策を設定し計

画の策定にあたっています。総務部企画課が法人、教

学および病院等の各部局からの意見を集約し、中期計

画策定委員会、理事会等の各種会議での決議を経て策

定しています。 

また、創立 100 周年に向けた令和 7 年度から令和 11 年

度までの 5ヵ年の計画を「中期計画（令和 7年度～11年

度）」として 令和 7年 4月に新たに策定しました。 
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実施項目１－２② 説明 

計画実現のための進捗

管理 

中期計画の着実な実現を図るため、当該計画に基づき

事業計画書および事業報告書を毎年度作成し、進捗状

況および財務状況の点検を行っています。これらの結

果は学内外に公表しているとともに、必要に応じた計

画の改善を実行できる体制を整えています。 

原則２－１ 教育研究活動の成果の社会への還元 

実施項目２－１① 説明 

社会の要請に応える人

材の育成 

建学の精神を通じ、高度な専門知識を有する看護師や

薬剤師などを育成すべく、認定看護師教育課程、認定

看護管理者教育課程、薬剤師生涯研修制度がありま

す。職業実践力育成プログラム（BP）や教育訓練給付

制度、履修証明プログラムや奨学金制度などの金銭面

でのフォロー、オンラインやハイブリッド教育や自施

設実習など多様な学びのニーズに応える教育制度を設

置しています。修了後もブラッシュアップ研修などフ

ォローを行い、学びの継続を行っています。 

また、社会人教育・リカレント教育の拠点としてリカ

レントカレッジを運営し、学内外の社会人が生涯学び

続ける機会を広く提供しています。外部の講師を起用

し、医療系にとどまらず様々な分野の講座を開講する

ことで、学ぶ機会だけではなく、講師側の教える機会

も提供しています。 

実施項目２－１② 説明 

社会貢献・地域連携の

推進 

教育研究活動を社会に還元するため、リカレントカレ

ッジの通常講座開講や公開講座等を通じて、地域住民

や一般市民との連携を推進しています。具体的には、

医療関連の講義や健康に関する脳や身体を動かす講義

など、地域住民の方や一般市民の方に本学の知的資源

を広く提供しています。さらに、地域から後援をもら

い、特別企画として著名な方による講演を行い、地域

の方々へ知識を深める場として提供しています。 

また、品川区、富士吉田市および川崎市と包括協定を

締結しており、地域住民の健康増進や地域医療の充

実、社会課題への対応等に努めています。 
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原則２－２ 多様性への対応 

実施項目２－２① 説明 

多様性を受容する体制

の充実 

職員・学生の誰もが、性別や年齢、働き方などの多様

性を活かし、より一層活躍しやすい環境を整備するた

め、ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）推進室

を設置しています。D&I 推進室では、D&I への理解促

進、ワークライフマネジメントの支援、学内相談窓口

の設置などに取り組んでいます。 

また、多様な背景を持つ学生一人一人に向き合ったき

め細かな支援体制を整えており、その一つとして、指

導担任制度を行っており、学生が充実した学生生活を

送り、勉学や諸活動に専念できるように支援・指導す

る制度を取っています。そのほか、臨床心理士および

公認心理士による学生生活や人間関係等の支援を行う

学生相談室を設置することで、専門的な心理面のケア

や悩み相談の機会を充実させています。 

施設面としては、落ち着いて過ごせるようなロビース

ペースを校舎に複数配置して、学生が安心して生活・

学習できるよう、多様性に配慮した環境を整えていま

す。 

本学を志望する受験生に対しては、公平かつ適切な受

験機会を提供できるよう配慮しています。具体的に

は、障害等により受験上の配慮を必要とする志願者に

対して事前相談体制を整備し、個々の状況に応じた合

理的配慮の提供に努めています。 

さらに、外国で教育を受けてきた志願者に対しても、

日本の高等学校を卒業したものと同等以上の学力があ

ると認められた場合は出願および合格した際の入学資

格を認めています。 

実施項目２－２② 説明 

役員等への女性登用の

配慮 

性別にかかわらず、寄附行為に定める選任区分に基づ

き、適した人材を管理職、役員、評議員として登用し

ています。 

原則３－１ 理事会の構成・運営方針の明確化 

実施項目３－１① 説明 

理事の人材確保方針の

明確化及び選任過程の

透明性の確保 

理事の選任方法については、寄附行為および寄附行為

施行細則において明確化しています。理事は評議員会

において選任し、候補者の適格性や選任理由を明確に

示したうえで、選任手続きを実施する体制としていま

す。これらにより、理事の人材確保における方針の明

確化と、選任過程の透明性を確保しています。 
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実施項目３－１② 説明 

理事会運営の透明性の

確保及び評議員会との

協働体制の確立 

理事会の運営については、寄附行為、寄附行為施行細

則、理事会運営規程、理事会の業務基準等に関する規

程において明確化し、適正に行っています。また、議

事録の整備や内部統制システムの整備・運用に関する

基本方針を策定することで、会議運営の透明性を確保

しています。 

評議員会との協働体制の確立については、定時評議員

会として毎会計年度終了後３か月以内に１回開催する

ほか、必要がある場合に臨時評議員会を開催し、重要

な議案や運営状況を適切に共有しています。 

実施項目３－１③ 説明 

理事への情報提供・研

修機会の充実 

毎月の理事会では、重要な議題や運営状況を適切に報

告しています。また、理事会運営理事協議会の開催や

資料の事前送付により、会議前から情報を共有し、欠

席した理事には会議後に資料を送付するなど、継続的

に情報を提供できる体制を整えています。 

原則３－２ 監査機能の強化及び監事機能の実質化 

実施項目３－２① 説明 

監事及び会計監査人の

選任基準の明確化及び

選任過程の透明性の確

保 

監事および会計監査人の選任基準および選任過程につ

いては、寄附行為および寄附行為施行細則において明

確化しています。 

監事は評議員会において選任され、独立性が確保さ

れ、利益相反を適切に回避できる者を選ぶこととして

います。また、私立学校法に則り監事のうち 1名を常勤

監事とし、評議員会の決議によって選定することで、

選任過程の透明性を担保しています。 

会計監査人についても評議員会が選任し、その選任議

案の内容は監事の過半数の同意に基づき決定すること

で、手続の透明性を確保しています。 

実施項目３－２② 説明 

監事、会計監査人及び

内部監査室等の連携 

監査計画は毎年策定し、計画に基づき、教学・業務・

会計に関する監事監査、業務全般に関する内部監査、

公的研究費に関する監査を実施しています。また監

事、会計監査人、内部監査室の連携確保のため、三者

による三様監査を実施することで、情報共有や意見交

換の場を定期的に設けています。 
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実施項目３－２③ 説明 

監事への情報提供・研

修機会の充実 

毎月の理事会において、重要な議題や運営状況を適切

に報告しています。さらに、資料の事前送付により会

議前から情報共有を行い、欠席した監事には会議後に

資料を送付するなど、継続的な情報提供を行っていま

す。加えて、文部科学省が実施する監事研修会などの

学外研修への参加を促すことで、監事が十分な監査を

行うことのできる体制の整備・充実に努めています。 

 

原則３－３ 評議員会の構成・運営方針の明確化 

実施項目３－３① 説明 

評議員の選任方法や属

性・構成割合について

の考え方の明確化及び

選任過程の透明性の確

保 

評議員の選任方法については、寄附行為および寄附行

為施行細則において明確化しています。評議員は理事

会において選任し、候補者の適格性や選任理由を明確

に示したうえで、選任手続きを実施する体制としてい

ます。これらにより、評議員の選任方法や属性・構成

割合についての考え方の明確化と、選任過程の透明性

を確保しています。 

実施項目３－３② 説明 

評議員会運営の透明性

の確保及び理事会との

協働体制の確立 

評議員会の運営については、寄附行為および寄附行為

施行細則に明確に定め、当該規程に基づき適正に実施

しています。また、議事録の整備や内部統制システム

の整備・運用に関する基本方針を策定することで、会

議運営の透明性を確保しています。 

さらに、定時評議員会を毎会計年度終了後 3か月以内に

1 回開催するとともに、必要に応じて臨時評議員会を開

催し、理事会から上程された重要議案や運営状況を適

切に共有することで、理事会との協働体制を構築して

います。 

実施項目３－３③ 説明 

評議員への情報提供・

研修機会の充実 

毎会計年度終了後 3か月以内に開催する定時評議員会お

よび必要に応じて開催する臨時評議員会において、重要な

議題や運営状況を適切に報告しています。また、評議員会

の開催にあたっては資料を事前に送付し、会議前から情報

を共有することで、継続的な情報提供体制を整備していま

す。 
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原則３－４ 危機管理体制の確立 

実施項目３－４① 説明 

危機管理マニュアルの

整備及び事業継続計画

の策定・活用 

法人では、大地震・火災・大雨などの自然災害発生時

に迅速かつ適切に対応するため、「災害発生時対応マニ

ュアル」を策定し、HP で公開して広く周知するととも

に、訓練等を通じて随時内容の見直しを行っていま

す。また、附属施設を含めた全体状況を迅速に把握で

きるよう、必要な対策を講じています。 

学生については、訓練の実施に加え、安否確認システ

ムの導入と運用フローの整備により、災害時に迅速な

安否確認を行うことできる体制を整えています。 

さらに、各附属病院では大地震発生時の事業継続計画

（BCP）および大規模災害対応マニュアルを策定し、訓

練を通じて早期復旧に向けた体制を構築しています。 

これらにより、災害発生時に迅速かつ的確な対応を可

能とする危機管理体制を整備しています。 

実施項目３－４② 説明 

法令等遵守のための体

制整備 

「就業規則」および「行動規範」に基づく行動が実践されるよ

う、教職員に広く周知しています。 

また、法令違反等の不正行為に対し、「公益通報者の保護

に関する規程」を定めるとともに、学内に通報窓口を設置し、

通報があった場合には、相談受付から調査、是正措置、再

発防止策の実施までを一貫して行う体制を構築しています。 

原則４－１ 教育研究・経営に係る情報公開 

実施項目４－１① 説明 

情報公開推進のための

方針の策定 

法令で定められた教育研究および経営に関する情報の

公表はもとより、大学の諸活動を積極的に社会に伝え

ることで、説明責任を果たし信頼を高めていくことを

基本姿勢としています。 

また、「昭和医科大学研究費に関する管理規程」「昭和

医科大学研究活動における不正防止規程」において、

不正防止の体制・計画等を定めています。これらに基

づき、トップメッセージ、行動規範等に関する情報を

適切に公開しています。 

さらに、大学の社会に対する説明責任を果たすため、

学校教育法に定められた内容を公開するとともに、そ

の他学修に関係する情報について公開することで、大

学の状況について広く周知を実施しています。 
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実施項目４－１② 説明 

ステークホルダーへの

理解促進のための公開

の工夫 

学校教育法施行規則、私立学校法等の法令等に基づ

き、教育・ 研究に資する情報、学校法人に関する情報

について公式ホームページ内「教育情報の情報」「財務

情報等の公開」で公開しています。併せて、学校法人

会計基準に関する説明資料を公開し、幅広いステーク

ホルダーへの理解促進に努めています。公開する情報

については、文章で示すだけでなく、規程や体制図等

を添付し、分かりやすく示していており、本学 HP の情

報公表ページについては、毎年度見直しを行い、説明

方法や掲載形式の改善に努めています。 

教育関係の情報公開については、学校教育法に定めら

れている教育研究上の目的等のほか、学生に行った学

修アンケートの結果をはじめとした各種アンケート結

果やシラバス等を同じページで公開することで学生に

関する情報を一括で閲覧できるよう公開しています。 

その他、研究を支える施設に関する情報を公開し、学

内外における研究活動の促進に努めています。 

Ⅱ－Ⅱ．「実施項目」に記載の内容とは異なる独自の方法により、「原則」を遵守し

ていると判断した場合の取組内容 

該当する原則 説明 

  

 

 


